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職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議について 
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○暴力、暴言、脅迫や仲間外しなどのいじめ行為に悩む職場が増えている。 

○業務上の注意や指導なども、適正な範囲を超えると相手を傷つけてしまう場合がある。 

○こうした行為は「職場のパワーハラスメント」に当たり、誰もが当事者となり得ることを、組織で働く一人ひとりが意識するよう    
求める。 

職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言 概要 

１．はじめに～組織で働くすべての人たちへ～ 

２．職場のパワーハラスメントをなくそう 

○職場のパワーハラスメントは許されない行為。放置すれば働く人の意欲を低下させ、時には命すら危険にさらす場合がある。 

○多くの人たちが組織で働く現在、職場のパワーハラスメントをなくすことは、国民の幸せにとっても重要。 

３．職場のパワーハラスメントをなくすために 

○企業や労働組合はこの問題をなくすために取り組むとともに、その取組が形だけのものにならないよう、職場の一人ひとりにも 
それぞれの立場から取り組むことを求める。 

 ■トップマネジメント：こうした問題が生じない組織文化を育てるために、自ら範を示しながら、その姿勢を明確に示すなどの取組を 
行うべき。 

 ■上司：自らがパワーハラスメントをしないことはもちろん、部下にもさせてはならない。ただし、必要な指導を適正に行うことまで 
ためらってはならない。 

 ■職場の一人ひとりに期待すること 
  ・人格尊重：互いの価値観などの違いを認め、互いを受け止め、人格を尊重し合う。 
  ・コミュニケーション：互いに理解し協力し合うため、適切にコミュニケーションを行うよう努力する。 
  ・互いの支え合い：問題を見過ごさず、パワーハラスメントを受けた人を孤立させずに声をかけ合うなど、互いに支え合う。 

○国や労使の団体はこの提言等を周知し、対策が行われるよう支援することを期待する。 

４．おわりに 

○提言は、働く人の尊厳や人格が大切にされる社会を創っていくための第一歩。 

○組織は対策に取り組み、一人ひとりは職場を見つめ直し、互いに話し合うことからはじめるよう期待する。 2 



１．調査概要 

２．調査結果の概要 

○ 「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」が平成２４年３月に公表した「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向け 
  た提言」を踏まえて実施。 
○ 本調査は、企業調査と従業員調査からなるアンケート調査。平成２４年７月～９月にかけて実施。 

パワーハラスメント 

の発生状況 

○社内の相談窓口で相談の多いテーマは、メンタルヘルス（32.7％）に次い
でパワーハラスメント（22.0％） 

○過去３年間に１件以上パワーハラスメントに該当する相談を受けた企業は、 
32.0％ 

○過去３年間にパワーハラスメントを受けたことがあると回答した者は、
25.3％ 

主な課題 

○予防・解決に向けた取組をしている企業は45.4％にとどまり、特に従業員
99人以下の企業では18.2％となっている 

○効果を実感できる取組として「講演や研修」が挙げられるが、特に従業員
99人以下の企業での実施率が低い 

○パワーハラスメントが起きる職場の特徴として、職場のコミュニケーション
不足やストレスがかかりやすいといった職場環境が挙げられる 

○企業が対策を進める上での課題として、パワハラかどうかの判断が難しい
（72.7％）、発生状況を把握することが困難（38.0%）、管理職の理解 
不足（33.3％）などが挙げられる 

○相談窓口を設置していても、窓口に相談しないケースが多い       
パワーハラスメントを受けた後、社内の相談窓口に相談した者は1.8％ 

職場のパワーハラスメントに関する実態調査 概要 
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■医療機関等の責任者などがスタッフと協力して、「雇用の質」向上に取り組むための自主的な勤 
 務環境改善活動を促進するシステム（「雇用の質」向上マネジメントシステム）を構築する 
■行政は、施策の縦割りを超え、幅広い関連施策を総動員して医療機関等の取組をバックアップ 

医療分野の「雇用の質」向上プロジェクトチーム報告 【ポイント】 

各医療機関等の取り組み 行政による医療機関への支援 

  平成２５年１月～ 「雇用の質」向上マネジメントシステムの具体化に向けた調査研究 

「雇用の質」向上マネジメントシステム 

Act 

更なる改善 

Do 

取組の実施 

定期的な評価 

Check 

項目 現状・課題 改善方針 

・・ ・・・ ・・・ 
 

ガイドラインなどを 
参考に改善計画を策定 

①医療スタッフ相互・補助職等の連携の推進 
 チーム医療の推進や補助職の活用を、経営面と労務管理面の双方 
 から支援 
 

②公的職業紹介における看護職員のマッチング機能の強化 
 ナースセンターの機能強化と、ハローワークとの事業連携の推進 
 

③短時間正社員制度の活用促進 
 医療機関等へのアドバイザー支援や情報提供などによる活用促進 

都道府県労働局に配置しているアドバイザー（医療労働専門相談員な
ど）をはじめとする関係機関、関係団体の連携を強化し、将来的に、地
域の医療機関等に対するワンストップの相談支援体制の構築に向けて取
り組む 

医療機関等の先進的な好事例を幅広く収集・整理し、個々の医療機関等の
課題に応じて、活用できるデータベースを構築 

医療機関等の責任者や 
スタッフが集まり協議 

マンパワー確保の支援 

ワンストップの外部専門家チーム支援 

活用できるデータベース構築 

計画策定 

Plan 

現状の評価 

課題の抽出 

改善方針の決定 

5 
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医療分野の「雇用の質」向上プロジェクトチーム報告 【概要】 

  
 人口減少、若い世代の職業意識の変化、医療ニーズの多様化に加え、医師等の偏在などを背景として医療
機関等による医療スタッフの確保が困難な中、国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、
医療分野の勤務環境の改善により、医療に携わる人材の定着・育成を図ることが必要不可欠であり、特に、
長時間労働や当直、夜勤・交代制勤務など厳しい勤務環境にある医師や看護職員等が健康で安心して働くこ
とができる環境整備が喫緊の課題となっている。 

１．医療分野の「雇用の質」向上の必要性 

 
（１）幅広い医療スタッフが「連携」して、医療機関全体で「雇用の質」の向上に取り組むこと。 
（２）旧来の職場習慣の「あたりまえ」を再考し、医療機関各診療科、各職種のトップとスタッフが、多様

なアイディアや取組を「連携」させて改善を進めること。 
（３）経営基盤の弱い中小を含む医療機関経営に役立つ改善策を、幅広い専門家や地域の関係者などが「連

携」して多様なアイディアを集結させること。 
（４）縦割りになりがちな行政による支援策について、医療機関等のニーズに応えられるよう「連携」させ

て活用すること。 
（５）中央レベルのみならず、地域レベルでも、医師会・病院団体、看護協会など医療関係団体と密接な

「連携」を図った取組を進めること。 

２．取組の基本方針 

  
 人口減少、若い世代の職業意識の変化、医療ニーズの多様化に加え、医師等の偏在などを背景として医療
機関等による医療スタッフの確保が困難な中、国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、
医療分野の勤務環境の改善により、医療に携わる人材の定着・育成を図ることが必要不可欠であり、特に、
長時間労働や当直、夜勤・交代制勤務など厳しい勤務環境にある医師や看護職員等が健康で安心して働くこ
とができる環境整備が喫緊の課題となっている。 

３．目指す姿 
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        平成25年１月より、医療分野や労務管理等の専門知識を有する有識者から成る研究班を立ち上げ、「雇用の

質」向上マネジメントシステムの具体化に向けた調査研究・検討をスタート。  
 
 
 ① マンパワー確保の支援 
      ⅰ）医療スタッフ相互・補助職等の連携の推進 
          チーム医療の推進や補助職の活用により医療スタッフの業務負担の軽減を図るため、都道府県労働局に配置

している医療機関向けのアドバイザー（医療労働専門相談員など）や経営の専門家である医業経営コンサルタ
ント等が連携し、経営面、労務管理面の双方からワンストップでアドバイスする相談支援体制を構築する。  

      ⅱ）公的職業紹介機関における看護職員のマッチング機能の強化 
          看護職員の確保に苦労している医療経営者や、看護職員資格を有する求職者からの公的な職業紹介機能の強

化を求める声を踏まえ、ナースセンターのマッチング機能強化や、システムや提供サービスの改善に向けた検
討を開始するとともに、ハローワークとの連携・協働による看護職員の人材確保に向けたモデル事業を実施す
る。 

      ⅲ）短時間正社員制度の活用促進 
         医療機関等での短時間正社員制度の活用促進に向け、都道府県労働局に配置している医療機関向けのアドバ

イザー（医療労働専門相談員など）による支援や、短時間正社員制度導入支援ナビを活用した情報提供を行う。
また、短時間正社員制度の導入に当たり、医療機関等のニーズに応じた各種助成金などを活用する。 

       ⅳ）薬剤師会の求人・求職機能の強化 
     薬剤師会が行っている求人・求職事業について、周知などにより活用促進を図るとともに、関係団体のホー

ムページを活用して、就業経験を持つ即戦力人材の再就業を促進する。 
    ② ワンストップの外部専門家チーム支援 
          医療機関等の勤務環境改善に関わる各種の相談支援制度や公的な支援（補助）制度について、各医療機関等

のニーズを踏まえた活用を図るため、都道府県労働局に配置しているアドバイザー（医療労働専門相談員な
ど）をはじめとする関係機関、関係団体の連携を強化し、将来的に、地域の医療機関等に対するワンストップ
の相談体制構築に向けて取り組む。 

    ③ 活用できるデータベース構築 
    医療機関等の勤務環境の改善に関する好事例を幅広く収集・整理した上で、個々の医療機関等の課題に応じて

活用できるデータベースを構築する。具体的には、中小の医療機関等での活用などにも配慮し、具体的な取組
のプロセスをわかりやすく紹介したサイトを立ち上げる。    

 

４．「目指す姿」実現に向けた当面の取組方針と具体策 

（１）「雇用の質」向上マネジメントシステム（仮称）に向けて 

（２）医療機関支援の具体的メニュー 
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    ① 労働時間管理者等の育成 
          医療機関全体で「雇用の質」向上に取り組むため、看護師長等を対象に都道府県レベルで開催されて

いる研修会に、院長、理事長、事務局長や管理職候補の者への参加を呼びかけ、労務管理の重要性を理
解してもらうとともに、経営支援の観点も踏まえ、日本医業経営コンサルタント協会等と連携した研修
を開催するなど充実強化を図る。 

  
     ② 医療労働専門相談員等の育成 
           医療労働専門相談員等を育成するため、「医療に関する知識」についての重点的な研修を実施すると

ともに、医療労働専門相談員等が地域の医療機関等のパートナーとして幅広く活用されるようその周知
を行う。また、医療機関支援のワンストップの相談体制構築に向けた連携マニュアルを作成する。   

 
 
 
       企画委員会を、幅広い関係者の参画の下、地域の共通課題を持ち込むプラットフォームとして機能させ
るため、中央レベルにおいても、医療関係団体との協力関係の連携強化を図るとともに、厚生労働省ホー
ムページに開設したサイトを活用するなどして、全国の企画委員会の取組状況を広く情報提供する。    

（３）「医療分野の雇用の質」の専門的人材育成 

（４）地域レベルのネットワーク推進 
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○ 都道府県労働局・労働基準監督署において、時間外労働の削減や年次有給休暇の計画的付与制度の導入を含む「労働
時間等見直しガイドライン（※）」の周知 

○ 中小企業等が長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進等に取り組んだ場合の助成 

○ 都道府県労働局に配置している働き方・休み方改善コンサルタントによる「労働時間等見直しガイドライン」の周知、労働
時間や年次有給休暇に関する相談や助言・指導の実施 

   
  ※ 事業主等が労働時間等の設定改善について適切に対処できるよう、具体的取組を進める上で参考となる事項を取りまとめた  
    もの 

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた働き方・休み方の見直し 

平成２４年度の取組 

◆ 平成２４年度の取組に加え、次の取組を実施する予定 

 ○ 時間外労働の削減や年次有給休暇の取得促進に自主的に取り組む企業を技術的に支援するためのツール（業種の特
性に応じた取組方法などを盛り込んだハンドブック等）の開発・普及 

 ○ 地方都市において、関係労使、地方自治体等及びＮＰＯ等が協働で「働き方・休み方改善協議会（仮称）」を設置し、地域
の特性に応じた年次有給休暇の普及促進（※）の実施 

 ○ 年次有給休暇を取得しやすい時季（お盆等）における取組を促進するための広報の実施 

    ※  地域の特性に応じた年次有給休暇とは、例えば、地域で祭りなどイベントがある場合、その期間中、地域の事業場を対象 
           として、労働者が年次有給休暇を取得できるよう、地方自治体も巻き込んだ地域ぐるみで周知活動を行うことを想定している。 

平成２５年度の取組内容（予定） 
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休業４日以上の死傷災害が１．８％増加し、特に、第三次産業（＋3.6％）と建設業（＋2.0％）の伸びが顕著。 
第三次産業の中では、社会福祉施設の増加率が11.4％。 

平成２４年労働災害発生状況（１～１２月累計） 

44,293  45,908  

12,571  12,615  
15,327  15,626  

25,779  25,814  

7,900  7,803  

0  

20,000  

40,000  

60,000  

80,000  

100,000  

平成23年 平成24年 

5,045  5,618  

11,176  11,588  

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

その他（林業等） 

製造業 
前年比＋35人 
（＋0.1％） 

建設業 
前年比＋299人 
（＋2.0％） 

陸上貨物運送業 
前年比＋44人 
（＋0.4％） 

第三次産業 
前年比＋1,615人 
（＋3.6％） 

うち小売業 
前年比＋417人 
（＋3.7％） 

うち社会福祉施設 
前年比＋573人 
（＋11.4％） 

※速報値。また、平成２３年の数値は、前年の同時期の速報値であり、東日本大震災を直接の原因とする災害を除いている。 

（人） 

（人） 

105,870 107,766 
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図 労働災害発生状況（全産業）の推移（平成23年は東日本大震災を直接の原因とする災害を除く。 ） 

（単位：人） 

  労働災害は、長期的には減少傾向にあるものの、 
平成22年、23年は２年連続して増加 

0  

50,000  

100,000  

150,000  

200,000  

250,000  

300,000  

350,000  

400,000  

450,000  

48 53 58 63 5 10 15 20 

人 

S.51:33万3千人 
S.52:34万5千人 
S.53:34万9千人 

H.21:10万6千人 
H.22:10万8千人 
H.23:11万1千人 

昭和53年以来 
2年連続増加 

＋１．９％ 
＋３．３％ 

S H 
出典：労災給付データ 

休業４日以上の死傷災害の推移（確定値） 
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人 

死亡災害は、平成23年に過去最少 
（※東日本大震災を直接の原因とする死亡者1,314人を除く） 

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

8,000  

33 38 43 48 53 58 63 5 10 15 20 

人 

S H 

S.36：6,712人 

  H.22：1,195人 
  H.23：1,024人 

図 死亡災害発生状況（全産業）の推移（平成23年は東日本大震災を直接の原因とする災害を除く。 ） 

出典：死亡災害報告 

－14.3％ 

死亡災害の推移（確定値） 
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第12次労働災害防止計画（案）のポイント 
 

「労働災害防止計画」とは、労働災害を減少させるために国が重点的に取り組む事項を定めた中期計画で
す（５年ごとに厚生労働大臣が策定）。第12次計画の期間は平成25年度～29年度。 
 

 労働災害による被災者数（平成23年：震災直接原因分除く） 
•死亡者数：1,024人（過去最少） 
•死傷者数：117,958人（2年連続増加、平成24年も増加） 

 

 労働災害は長期的には減少しているが、第三次産業では増加 
      （特に社会福祉施設は過去10年で2倍以上） 
 死亡災害も減少しているが、依然、建設業・製造業で過半数を占め、割合が高い 

現状と課題 

◆ 労働災害による 
  死亡者の数を 
  15％以上減少 
 
◆ 労働災害による 
  死傷者の数を 
  15％以上減少 

計画の目標 業種 平成14年 平成23年 災害増減率 
建設業 26,299 16,773 -36.2％ 
製造業 38,323 28,457 -25.7％ 

第三次産業 43,053 50,243 +16.7% 
小売業 12,187 12,680 +4.1％ 

社会福祉施設 2,411 5,900 +144.7％ 
飲食店 3,725 4,150 +11.4％ 

陸上貨物運送事業 15,319 13,820 -9.8% 

全業種合計 132,330 117,958 -10.9% 

【業種別の死傷者数の推移】 

（出典：労働者死傷病報告（平成23年は東日本大震災関連を除いた数）） 

（単位：人） 
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  労働災害が増加し、全体に占める割合が高まっている第三次産

業に焦点を当て、特に災害の多い「小売業」「社会福祉施設」

「飲食店」に対する集中的取組を実施 

ポイント② 

     第三次産業を最重点 

  業種に位置づけ 

  労働災害全体の減少目標に加え、第12次の計画では、重点対

策ごとに数値目標を設定し、達成状況を踏まえて対策を展開 
 
（目標の例） 

 重点業種ごとの数値目標（小売業20%減など） 

 重点疾病ごとの数値目標（ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策取組率80%以上など） 

ポイント① 

     重点対策ごとに数値 

  目標を設定 

  依然として死亡災害の半数以上を占める建設業、製造業に対し

て、「墜落・転落災害」「機械によるはさまれ・巻き込まれ災

害」に重点を当てて取り組む 

ポイント③ 

     死亡災害に対し重点 

  を絞った取組を実施 
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東電福島第一原発作業員の被ばく線量管理の対応と現状 ひと、くらし、みらいのために 

厚生労働省 

表1. 震災発生後からの全作業員の累積被ばく線量 

表2. 今年度の作業員の累積被ばく線量 

●東電福島第一原発における作業員の被ばく状況  

注１ 法定被ばく限度は、通常時は50mSv/年かつ100mSv/５年、緊急作業（事故対応作業）時は100mSv 
注２ 平成23年３月14日に、東電福島第一原発の緊急作業中の被ばく限度を100mSvから250mSvへ引き上げる特例省令を施行 
注３ 平成23年12月16日のステップ２の完了とともに250mSvの特例省令を廃止し、原則として通常時の被ばく限度を適用

（50mSv/年かつ100mSv/５年）。（原子炉冷却等の作業従事者（東電社員のみ約500人）は、引き続き緊急作業時の被ばく限
度（100mSv）を適用） 

100mSv超 
167人 

250mSv超 
６人 

50mSv超 
０人 

 東電福島第一原発で働いた作業員は約25,000人。緊急作業で250mSv超が６人、100mSv超が167人。ステップ
２完了後も被ばく線量の高い作業があるため、被ばく線量の低減等について、引き続き厳しく指導する。 

区分（mSv) 
H23.3～H24.12月累積線量 

東電社員 協力会社 計 

250超 6 0 6 

200超～250 1 2 3 

150超～200 22 2 24 

100超～150 117 17 134 

75超～100 224 66 290 

50超～75 303 437 740 

20超～50 599 3,032  3,631 

10超～20 708 3,316 4,024 

５超～10 165 2,912 3,077 

１超～５ 822 5,823 6,645 

１以下 661 6,163 6,824 

計 3,628 21,770 25,398 

最大（mSv) 678.80 238.42 678.80 

平均（mSv) 24.79 9.74 11.89 

区分（mSv) 
H24.4～H24.12月累積線量 

東電社員 協力会社 計 

100超 0 0 0 

75超～100 0 0 0 

50超～75 0 0 0 

20超～50 44 297  341 

10超～20 91 1,194 1,285 

５超～10 226 1,629 1,855 

１超～５ 598 3,070 3,668 

１以下 584 3,770 4,354 

計 1,543 9,960 11,503 

最大（mSv) 43.68 40.89 43.68 

平均（mSv) 3.73 4.51 4.41 
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ひと、くらし、みらいのために 

厚生労働省 東電福島第一原発作業員の長期健康管理に関する取組 

・上記に加え、甲状腺の検査、がん検診（胃、肺、大腸）を実施    

・法令に基づく健康診断（一般健康診断、電離放射線健康診断等）を実施 
・メンタルヘルスケアを含めた健康相談、保健指導を実施 

・上記に加え、白内障に関する眼の検査を実施 

○ 全ての緊急作業従事者に実施 

○ 100mSv（※２）を超える緊急作業従事者に実施 

○ 50mSv（※２）を超える緊急作業従事者に実施 

２ 健康管理の実施事項 

 データベースの構築に併せて、被ばく線量に応じて健康診断等を実施する（※１）。 

具体的な健康診断等の実施事項 

１ データベースの整備 

厚生労働省 

・データベースの運用・管理 
・健康相談、健康診断等の事務 
・データの照会業務 

・個人識別情報（氏名、所属事業場、住所等） 
・被ばく線量、作業内容 
・健康診断結果等の情報 
・健康相談、保健指導等の情報 
・その他健康管理に必要な項目（生活習慣等） 

提出 
（データベース

での管理） 

※１ 健康診断費用等は事業者負担。ただし、50mSvを超える者については、①転職した後に放射線業務についていない場合、②緊急作業時の企業
（中小企業のみ）に継続して雇用されているが、放射線業務に従事していない場合、③現に事業者に雇用されていない場合には国が費用負担 

※２ 緊急作業に従事した間に受けた放射線の実効線量 

申請に基づき
手帳を交付
（線量情報の記
載、健診受診の
際の証明） 

データベー
ス登録証を
交付 
（データ照会の
際の証明） 

①緊急作業従事者（約２万人）については、被ばく限度を一時的に250mSvに引き上げていたため、「指針」
（平成23年10月11日公表）に基づく、長期的な健康管理に取り組む。 

② 緊急作業従事者以外の者（主に平成23年12月16日以降に作業に従事）(約５千人）について 

・ 法令に基づく健康診断（一般健康診断、電離放射線健康診断等）を実施 
・ 法令に基づく健康相談、保健指導を実施 15 



●除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止のため、「除染電離則」(※)とガイドラインを平成２４年１月１日に施 
 行。（※）「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」 

●避難指示区域の線引きが変更されることに伴い、生活基盤の復旧、製造業等の事業等が順次開始されることから、これ
らの業務に従事する労働者の放射線障害防止のため、除染電離則を改正（平成２４年７月１日）するとともにガイドラ
インを改正。 

①除染等業務従事者の被ばく線量を５年間で100mSvかつ１年間で50mSv以下とすること 

（原発等の放射線業務の被ばくと合算） 

②適切な線量管理と結果の記録・保存    ③事前調査の実施と作業計画の策定 

④汚染防止のための措置と汚染検査     ⑤必要な保護具 

⑥特別の教育               ⑦健康診断 

 作業場所の空間線量率、土壌等の放射性物質濃度等により以下の①～⑦のうち必要な事項を事業者に対し義務付けてい
る。 

除染電離則の概要 

除染電離則で規制する業務 

１ 土壌等の除染等の業務、廃棄物収集等業務  
 ・ ８県の除染特別地域（避難指示区域）と汚染状況重点調査地域（0.23μSv/時超）で行う除染作業や廃棄物の収集・

運搬・保管業務 
 

２ 特定汚染土壌等取扱業務  
 ・ １万Bq/kgを超える汚染土壌等を取り扱う業務（インフラ復旧、営農、営林（主に2.5μSv/時超の地域）） 
 

３ 特定線量下業務  
 ・ 2.5μSv/時を超える場所（概ね避難指示区域内）で行う、１と２以外の業務 
  （測量等、運輸業、屋内産業（製造業等）） 

※1mSv = 1,000μSv（マイクロシーベルト） 

除染作業等従事者の放射線障害防止のための法令 
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３ 検討会参集者 

氏名 所属 
大迫 政浩 （独）国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター長 
杉浦 紳之 （独）放射線医学総合研究所 

緊急被ばく医療研究センター長 
鈴木 俊二 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団 

技術部 担当部長 
名古屋俊士 早稲田大学理工学術院  

教授 
松村 芳美 （社）産業安全技術協会 

 参与 
森 晃爾 
（座長） 

産業医科大学 
産業医実務研修センター長 教授 

門馬 利行 （独）日本原子力研究開発機構 
福島技術本部福島環境安全センター技術主幹 

 平成25年度から本格実施される事故由来廃棄物等の処分作業による放射線障害防止対策を検討するため、
専門家による検討会を平成24年12月から開催。報告書を取りまとめ、関係法令を改正する。 

事故由来廃棄物等の処分従事者の放射線障害防止対策 

1 背景 

環境省の試算によれば、除染に伴う土壌・廃棄物
は、福島県内に限っても約1,500万トン～3,100万
トン、その他の汚染廃棄物が約56万トンに達する。 

 
環境省では、平成２５年度夏頃からこれら廃棄物等
の処分を本格化する予定。 

２ 検討会設置の目的 

事故由来廃棄物等の処分（※）の作業には、電離放
射線障害防止規則（電離則）が適用されるが、現在の
規則では、処分の事業を行う事業者に対する規制が不
十分。 

※ 最終処分（埋立）、中間貯蔵、中間処理（焼却、破砕等） 

 
放射線防護や廃棄物処理等の専門家による検討会を
開催し、放射線障害防止対策を検討。 

４ スケジュール 

検討会開催（１２月～） 
報告書公表（２月） 
パブリックコメント（２月～３月） 
労働政策審議会諮問・答申（３月） 
省令公布（４月メド） 
省令施行（7月メド） 
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法令による対応を検討する項目 

１ 以下の「事故由来廃棄物等」の処分の業務 
  ① 除染等の措置に伴い生じた土壌のうち、放射能濃度が１万ベクレル毎キログラムを超えるもの（除去土壌） 
  ② 事故由来放射性物質（東電福島第一原発事故により発生した放射性物質）により汚染された廃棄物で、 
     １万ベクレル毎キログラムを超えるもの（汚染廃棄物） 
２ 「処分」には、以下の業務が含まれる。 
  ① 最終処分（埋立）及び中間貯蔵 
  ② 中間処理（選別、破砕、圧縮、濃縮、焼却等） 
  ③ 関連施設・設備の保守点検業務 

廃棄物等の処分の事業を行う事業者に、新たに①～⑤の事項の実施を義務付ける。 

① 事故由来廃棄物等の処分を行う設備が満たすべき要件 

  対象施設：廃棄物等取扱施設、破砕等設備、焼却炉、埋立施設、貯蔵施設、排気・排液処理施設等 

  内   容：汚染された排気・排液が漏れるおそれがない構造とすること、出入口に二重扉を設ける等 

② 汚染の拡大防止のための措置 

  汚染状況に応じたマスク・防護衣の着用、作業後の汚染検査の実施、容器の使用等 

③ 作業の管理等 

  作業の方法・手順、安全装置の調整等に関する規程（マニュアル）を定め、労働者に周知 

④ 特別の教育 

  処分に従事する労働者に、あらかじめ、電離放射線の生体に与える影響、線量管理の方法、作業の方法、機械
の使用方法等に関する知  識、作業、機械の使用等に関する教育を実施 

⑤ 除染特別地域等に処分施設を設置する場合の特例 

  施設を設置する以前に土壌等が汚染されている状況を踏まえ、汚染検査、容器の使用等に一定の特例を設ける   

※ 管理区域の設定、被ばく線量測定・記録、被ばく限度、施設の線量等の限度等については、現行の電離則の規定と 
   同様にする。 

検討の対象となる業務 

新たな対策の概要 

18 


	労働基準行政の動向
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19

